
堀 健一

代表取締役社長

企業価値向上に向けた取組み



兆円

兆円

企業価値向上の軌跡

◆事業環境や社会課題の変化に応じた事業ポートフォリオの変革を通じ、持続的な成長を実現

当期利益

金属資源

％

エネルギー

％

機械・インフラ

％

化学品
％

生活産業
％

次世代・機能推進

％

金属資源

％

エネルギー

％

エネルギー

％

鉄鋼製品

％
億円

億円

期 予想期期

億円

時価総額

鉄鋼製品

％



さらなる企業価値向上に向けて

◆資本コストを上回る を継続的に高める施策を実行

基礎収益力の拡大
• ミドルゲームの推進
• 事業ポートフォリオの変革
• 経営資源配分の最適化

収益性向上

経営
での

事業群形成

• バランスシートのサイズ
• 適正なレバレッジ

適切な
資本構成

継続的な
バランスシートの見直し

• 基礎収益力の拡大に
応じた増配

• 機動的な自己株式
取得

株主還元
の強化

株主還元の割合 引上げ
累進配当導入

の

持続的な向上

当社が知見を有する領域またはその周辺領域で事業強化・事業群を形成することで、事業の下振れリスクを抑えながら成長を目指すもの
基礎営業キャッシュ・フロー対比の株主還元の割合



継続的な基礎収益力の拡大

◆ ミドルゲームの推進による競争力の更なる強化、事業ポートフォリオ変革の継続

ミドルゲームの推進

• 既存事業の徹底強化
─前中経期間に高めた競争力をさらに強化
─事業効率化・ターンアラウンドの推進

事業ポートフォリオの変革

• での成長投資と事業群形成
• 継続的な事業ポートフォリオの入替え
• 戦略的な資産売却による潜在価値の果実化

経営資源配分の最適化

• 成長期待の高い領域への経営資源の優先配分

基礎収益力
の拡大



期 期 計画

当期利益 調整後当期利益

ミドルゲームの推進 ｰ競争力強化による基礎収益力の拡大 ｰ

◆既存事業の強化、効率化・ターンアラウンドの推進により、足元の収益力の徹底強化を継続

一過性損益を除き、商品価格、為替 連結取込 等の前提条件を 年 月期の前提に調整した当期利益

億円

億円
基礎収益向上目標

億円

既存事業の強化
効率化・ターンアラウンド

億円

新規事業

億円

既存事業の強化 例

効率化・ターンアラウンド 例

⚫ モビリティ 自動車事業における事業群形成、
船舶バリューチェーン強靭化等

：

⚫ ヘルスケア 中核会社 におけるポートフォリオ良質化、
コスト削減、 取組み等

：

⚫ 流 通 米 の事業強化と製品ポート
フォリオ良質化、ファッション事業の収益力強化等

：

⚫ 効率化・ターンアラウンド：

コーヒートレーディング
事業環境の変化に対応し、現物 先物ポジションを圧縮

⚫ 赤字事業からの撤退推進



新規投資
案件数

判断ライン

事業ポートフォリオの変革 ｰ成長投資の実行加速 ｰ

◆拡充した案件パイプラインからの投資の厳選
◆成長投資を加速、今期は 兆円レベルの投資実行を見込む

案件パイプライン

前中経期間 現中経期間

量・質共に拡充

期 兆円レベルの
投資実行に向けて進捗

⚫ 前中経から仕込んでいた優良案件の
着実な実行

⚫ 期 億円を上回る
投資キャッシュ・インを見込む

⚫ 事業ポートフォリオの入替えを加速

選別的な投資実行に向けた仕組み
⚫ 事業群の核となる成長期待の高い領域の選定

⚫ 全社目線での案件パイプラインの評価・選別

⚫ 重層的な議論に基づいた機関決定



での成長投資の事例

◆ での投資を通じた事業群の強化や産業横断的な事業群形成を促進

食・ニュートリション ウェルネス食の生産・安定供給

動物タンパク質事業群

畜産

ブロイラ－生産・
食肉加工・
食品製造

飼料
ヘルスケア

給食サービス
病院向け

病院・
クリニック

医薬品

医療人材

未病・予防・
健康

漢方・
サプリメント

検査・
診断

ウェルネス事業群

水産

サーモン
養殖

エビ養殖

動物
種苗

エビ加工

フード

サイエンス
機能性
食品素材

フードサービス事業群

食品事業

食品
開発・販売

油脂
加工

加工
食品

こめ・豆類
製造加工

期上期投資・意思決定実績



事業ポートフォリオの変革 ｰ資産の入替 ｰ

◆当社アップサイドが限定的な資産の売却による潜在的価値の果実化
◆資産入替の推進による再配分可能な経営資源の獲得

期 期 期 期 期 期

予想

(億円) (億円)

投資キャッシュ・イン 左軸 資産売却益 右軸

期～ 期投資キャッシュ・イン平均

約 億円

潜在的価値の果実化を実現

期 億円超の

投資キャッシュ・インを見込む

〔事例〕

⚫ 機関車リース
売却益 億円

⚫ 高機能サプリメント
売却益約 億円

再配分可能な経営資源の獲得

⚫ マネジメント・アロケーションの拡充

⚫ 戦略的な人材配置



期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期

配当総額（左軸） 自己株式取得（左軸） 株当たり配当（右軸）

株主還元の継続的な拡充

◆キャッシュ・フロー拡大に応じた株主還元の向上を継続
◆機動的な自己株式取得を通じ、 株当たりのキャッシュ・フローを拡充

円(億円)

基礎営業キャッシュ・フローに
対する総還元の割合

株当たり配当

過去 年

年率 複利 成長

程度



佐藤理

代表取締役専務執行役員

脱炭素社会の実現に向けた進捗

撮影場所：三井物産の森 三重県・三土山林



百万トン

当社の

の達成

年

▲▲－

－

▲

期 期 期 期

▲

▲▲
▲

インパクト半減に向けたロードマップ

資産売却

⚫ 火力発電事業
⚫ 火力発電事業
⚫ 火力発電事業

排出削減量

排出増加量

総排出量＝前中経最終年度の総排出量＋排出増加量ー排出削減量

削減貢献型事業の推進

⚫ 次世代燃料製造・販売事業の開始
⚫ 再エネ事業の操業開始

台湾海龍洋上風力発電、

※本数値は現時点での想定で、変動の可能性があります
※本グラフにおける削減貢献量には、吸収除去・オフセット量に該当する数値を含みます
※ には、削減貢献量は含みません

総排出量
カテゴリー

削減貢献量
事業を通じた社会の排出量削減

済事業の排出量
期時点で 済の火力発電事業で

フル稼働後に見込まれる排出増加量

インパクト
残存排出量ー削減貢献量



次世代燃料事業におけるグローバルポートフォリオ

◆多種多様なプロジェクトを同時並行で進め、グローバルに中長期での次世代燃料ポートフォリオを構築中
◆総合力を発揮し、全社横断で需要と供給、双方から事業を推進

次世代燃料製造 水素・アンモニア製造次世代燃料周辺事業・需要創出 水素・アンモニア周辺事業・需要創出

欧州

中東

アジア
日本

豪州

北米

南米

ポルトガル 製造

デンマーク メタノール製造

フランス・ノルウェー グリーン水素製造

ノルウェー圧力容器製造 水素・ 用

ポルトガル バス製造・販売事業

中国次世代エタノール製造

インドバイオマス原料集荷事業

シンガポールグリーンメタノール燃料

供給オペレーション

メタノール燃料船販売

製造

アンモニア受入拠点構想

燃料アンモニア供給

アンモニア

豪州クリーンアンモニア事業化

豪州グリーン水素製造

水素ステーション供給

デモプラント製造

バイオメタノール製造

クリーンアンモニア供給

水素ステーション供給

バイオディーゼル燃料

ソリューション機器製造・販売

クリーンアンモニア製造
水素

サプライチェーン事業化
チリ グリーンアンモニア製造実証

ブラジルバイオガス配給

浮体式貯蔵再ガス化設備
：再生可能ディーゼル

：持続可能な航空燃料

再生可能天然ガス製造



欧州

中東

アジア
日本

豪州

北米

南米

ポルトガル 製造

デンマーク メタノール製造

フランス・ノルウェー グリーン水素製造

ノルウェー圧力容器製造 水素・ 用

ポルトガル バス製造・販売事業

中国次世代エタノール製造

インドバイオマス原料集荷事業

シンガポールグリーンメタノール燃料

供給オペレーション

メタノール燃料船販売

製造

アンモニア受入拠点構想

燃料アンモニア供給

アンモニア

豪州クリーンアンモニア事業化

豪州グリーン水素製造

水素ステーション供給

デモプラント製造

バイオメタノール製造

クリーンアンモニア供給

水素ステーション供給

バイオディーゼル燃料

ソリューション機器製造・販売

クリーンアンモニア製造
水素

サプライチェーン事業化
チリ グリーンアンモニア製造実証

ブラジルバイオガス配給

次世代燃料事業におけるグローバルポートフォリオ

◆中流・下流事業での知見を活かし、複数の次世代燃料事業への投資を決定
◆次世代燃料関連の 期までの累計投下資本は約 億円、当期利益は約 億円 を目指す

⚫エネルギー ⚫機械・インフラ ⚫生活産業⚫化学品 ⚫次世代・機能推進セグメント

再生可能天然ガス製造

中期経営計画 における の内、水素、アンモニアを含む次世代燃料製造事業全般が対象
：再生可能ディーゼル ：持続可能な航空燃料 ：再生可能天然ガス

製造・販売

• 生産・販売中 • 削減貢献量約 万トン 年

◆バイオメタノール・バイオ 需要創出
◆ 利活用
◆ トレーディング実績

価値
提供

投下資本

約

億円

・ 製造・販売

• 年稼働開始予定 • 削減貢献量約 万トン 年

投下資本

約

億円

◆原料供給
◆製品マーケティング
◆ 取組実績

価値
提供

メタノール製造・販売

• 年稼働開始予定 • 削減貢献量約 万トン 年

投下資本

約

億円

◆メタノール製造・販売・輸送
◆船舶燃料の需要創出
◆プラントの 実績

価値
提供



クリーンアンモニアバリューチェーンの構築

◆産業横断的な実績・知見の組み合わせとパートナーとの連携を通じ、様々な取組みを同時並行で推進

⚫エネルギー ⚫機械・インフラ ⚫化学品セグメント

アンモニア運搬船

アンモニア燃料船共同開発

◆ アンモニアタンクオペレーション
◆ アンモニア輸送船の保有・運航

蓄積した知見

アンモニア燃料供給 実証事業

アンモニア

◆ アンモニアトレーディング
◆ 電力販売
◆ 事業

蓄積した知見

水素・アンモニアサプライチェーン構想

輸 送 利用・販売

浮体式貯蔵再ガス化設備

クリーンアンモニア製造

◆ 天然ガス・ の開発･生産
◆ 実証実験の実績
◆ 再エネ発電事業
◆ 肥料用アンモニア製造事業

蓄積した知見

製 造

水素・アンモニアサプライチェーン構想

アンモニア

アンモニア燃料供給 実証事業



バリューチェーン上の 削減取組≪製鉄バリューチェーン≫

セグメント ⚫金属資源 ⚫エネルギー ⚫機械・インフラ ⚫鉄鋼製品⚫化学品 ⚫次世代・機能推進

原料採掘・調達

低炭素型鉱山機械の導入・販売

鉱山操業への再エネ導入
─豪州鉄鉱石・原料炭事業での取組

─ との 削減を目的とした包括的協業

次世代機器導入による船舶燃費向上
─

─

─ パワーエックス

船舶用次世代燃料 供給
─ メタノール燃料供給オペレーショントライアル

輸 送

鉄鋼原料の塊成化プロセスの低炭素化
─

─神戸製鋼所との共同事業
直接還元鉄製造

─

─ 、エムエム建材

電炉での鋼材製造・スクラップ供給

製 鉄

メタノール・アンモニア等



バリューチェーン上の 削減取組≪ガスバリューチェーン≫

二酸化炭素の回収・貯留をサービスとして顧客に提供する事業

セグメント ⚫金属資源 ⚫エネルギー ⚫機械・インフラ ⚫鉄鋼製品⚫化学品 ⚫次世代・機能推進

導入の検討・推進
─

低炭素エネルギーの供給
─ クリーンアンモニア
─ ：

液化プラント等の省エネ化・再エネ調達の
検討・推進
─

天然ガス生産・液化事業

パイプラインの高度補修技術による
流出防止

─

船舶燃費の最適化
─

輸 送

の提供
─

─ 事業化調査

─ マレーシア 地下貯留及び液化 船輸送検討
船開発・導入促進

高効率ガス火力発電所の運営

販売・使用・回収



バリューチェーン上の 削減取組≪自動車バリューチェーン≫

セグメント ⚫金属資源 ⚫エネルギー ⚫機械・インフラ ⚫鉄鋼製品⚫化学品 ⚫次世代・機能推進

走行時に二酸化炭素等の排出ガスを出さない電気自動車 、燃料電池車 等

生産・販売事業
─

向け部品製造・販売
─

電動モビリティ向け電池システム製造事業
─

─

高圧水素タンク製造・販売
─

製造・組立・販売

水素ステーション事業
─

充電システムの開発・提供
─

次世代エタノール生成事業
─ 、

バイオディーゼル燃料ソリューション機器
製造・販売
─

使用・利用

金属 鉄・非鉄 リサイクル事業
─ 、エムエム建材

リチウムイオン電池リサイクル事業

リサイクル



サステナビリティ経営の進捗

年 月期

⚫気候変動リスクと機会の分析強化

⚫自然への依存・影響の把握と分析、方針策定

⚫人権デューデリジェンスの実効性向上

⚫ 『「未来をつくる」人をつくる』人的資本レポートの発行

⚫取締役会の実効性向上に向けた取組み
機関設計についての継続的な検討、審議充実化・効率化取組み

⚫サステナビリティ委員会とポートフォリオ管理委員会の連携強化
ポートフォリオ変革に向けた取組み

⚫ステークホルダーエンゲージメントの強化

⚫財務情報・非財務情報の結合性に関する検討



取締役会における議論

年 月期取締役会への付議・報告

⚫役員報酬 各要素の 年 月期評価手法

⚫サステナビリティ経営中間活動報告

⚫サステナビリティ経営報告及び翌期方針 予定

年 月期社外役員会議テーマ

⚫気候変動対応状況

排出量見通し及び 排出量





排出量内訳

※ 期時点で 済の火力発電事業でフル稼働後に見込まれる排出増加分を加味した合計値は、 期 百万トン、 期 百万トン

単位：百万トン年 月期 基準年 年目標

単体・連結子会社

インパクト 半減 目標値 以下

合計

カテゴリー
（投資）

発電事業

金属資源

エネルギー

その他

削減貢献量・吸収量 ▲

半減 目標値 以下

年 月期

▲

年 月期

▲

見通し



排出量内訳

購入した製品・サービス

資本財

、 に含まれない燃料・エネルギー関連活動

輸送・配送 上流

事業から出る廃棄物

出張

通勤

リース資産 上流 対象外

輸送・配送 下流 カテゴリー に含む

販売した製品の加工

販売した製品の使用

販売した製品の廃棄

リース資産 下流

フランチャイズ 対象外

投資

合計

年 月期 カテゴリ別内訳

セグメント内訳 合計カテゴリ

単位：百万トン

⚫ 金属資源

⚫ エネルギー

⚫ 機械・インフラ

⚫ 化学品

⚫ 鉄鋼製品

⚫ 生活産業

⚫ 金属資源

⚫ 金属資源

⚫ エネルギー

⚫ 機械・インフラ

⚫ 化学品



ー 〇 －

〇 ー －

〇 〇 〇

未採用 〇 〇

〇 〇 〇

未採用 未採用 〇

社会からの評価

未評価

（ ）

数値は低いほど高評価

評価機関スコア
年 月時点

採用
国内株式指数 年 月時点

年 月 見込み に年次評価受領予定
年より が採用開始
年より が採用開始



代表取締役専務執行役員

基礎収益力拡大に向けた取組み

重田哲也

、ターンアラウンド及び の着実な遂行



効率化・ターンアラウンドの進捗

継続的な基礎収益力の拡大 億円

期

億円

期

既存事業強化

新規事業

主な進捗

赤字事業の
撤退 基礎収益改善額 約 億円 ＝これまでに撤退完了した関係会社の 期赤字額

コーヒー
事業赤字事業の

黒字化

関係会社

相場環境に適したポジション管理、

現物 先物ポジションを圧縮

⚫ 期に前期比約 、
⚫ 期上期に前期比約 ％を圧縮

ターンアラウンド推進中

基礎収益改善額 桁億円後半 ＝解消済みの 期赤字額

効率化・
ターンアラウンド

調整後当期利益：一過性を除き、商品価格、為替 連結取込 などの前提条件を 年 月期の前提に調整した当期利益



ターンアラウンド 案件良質化 の事例

ターンアラウンド
経緯

⚫ 年、環境変化や競争激化で業績が悪化
⚫ 環境変化に耐えうる経営へターンアラウンドを実行

具体的な
取組み

⚫ 含む経営陣の刷新
⚫ 経営改革プランの策定および実行

人的資本
⚫ 出向者 名 事業部 名、コーポレート 名
⚫ 出向者が を務める
⚫ 現場からリーダーを登用し、出向者と共に一体となって経営改革を推進

知的資本

⚫ リスクマネジメントを含む事業経営の知見
⚫ ヘルスケア・人材派遣業分野の業界知見

エームサービスの事業で培った労働集約型ビジネスの事業経営力
⚫ 米国における法務・税務の専門知識等、地場に根差した知見

在り姿

⚫ ヘルスケア専門人材の需給ギャップという社会課題を解決する
⚫ 当期利益 約 億円 を目指す
⚫ 米国内同業他社の買収、及びターンラウンド経験を活用した

買収先の収益改善、周辺事業の展開、グローバルでの事業展開

当期利益

期

期

期

ターンアラウンド
開始

目標

(億円)

米国の医療人材派遣企業 の買収ご参考 年 月リリース 米国ヘルスケア人材派遣企業の買収年 月リリース

当社持分
％

米国でのヘルスケア分野に特化した人材派遣事業

暖簾減損額を除く

https://www.mitsui.com/jp/ja/release/2014/1205581_6497.html
https://www.mitsui.com/jp/ja/release/2017/1223928_10838.html


の成功事例

当社持分
％

欧州の化学 生物農薬販売事業

の概要

欧州市場に於ける当社主導での日系連合による
欧州農薬販売プラットフォームの確立

における
重点項目

人的資本
⚫ 出向者 名 事業部 名、コーポレート 名

案件組成関与者、事業会社経験者 現地同業含む 、 実務経験者
⚫ ：勤続 年超の当社グローバル人材

知的資本
⚫ 本店専門部隊による案件形成力
⚫ 欧州地域現地法人のリスクマネジメント知見

社
の持分取得

フェーズ

•財務体質強化
銀行管理下・借入過多の脱却

•内部統制、
財務報告体制確立
•統合後のシナジー構築準備

統合新会社の組成

•コーポレートカルチャーの融合
•販売シナジーの短期実現
•拠点 組織の最適化
•共通の運営・内部統制体制

フェーズ

の親会社 当社 の連結当期利益 一過性の税金利益を控除欧州農薬販社 社への出資参画ご参考 年 月リリース

当期利益*

(億円)
～

期

期

期

フェーズ

フェーズ
→ 終了

年
創業家より持分 を取得

年
当社子会社

と統合、
組成

安定貢献

https://www.mitsui.com/jp/ja/release/2019/1230235_11203.html


の取組み開始事例

当社持分
％

機能性食品素材の製造販売事業

案件概要
年 月に米国の化学品大手企業 より、

機能性食品素材 甘味料・保存料 の製造販売会社
本社 オランダ、工場 ドイツ の持分 取得

人的資本
⚫ 出向者 名 事業部 名 、コーポレート 名

フードサイエンス領域での豊富な経験、事業会社経営経験
豊富な財経バックグラウンド、幅広い関係会社管理業務経験

知的資本

⚫ 香料や糖アルコール等の既存素材事業とのシナジー
⚫ 当社販売ネットワーク 特にアジア
⚫ 支援や化学品バリューチェーンを通じた上流原料知見
⚫ 多様性ある取締役会 化学品、食料、現地法人 欧州、米国
⚫ 欧州の現地法人からのコーポレート機能支援

における
重点項目

⚫ カーブアウト後の事業の早期安定稼働の実現
⚫ 出資によるシナジー実現のための土台組成

⚫ 製品共同開発や商品ポートフォリオの組み合わせによる提案力強化
⚫ 当社顧客ネットワークを活かした販路拡大

⚫ 内部統制体制の維持・強化

中期経営計画

桁億円

半ば

開始

目標

期

期

傘下の機能性食品素材事業の株式取得ご参考 年 月リリース

https://www.mitsui.com/jp/ja/release/2023/1246774_13866.html


既存案件

案件選別

•前期 方針案件のフォローアップ
•当期の資産 レビュー対応方針 資産 レビュー

資産 レビュー結果報告
保有方針の妥当性、 の実行性

パイプライン
案件

期末期首

案件選別
計画策定時

期央

ポートフォリオ管理の年間サイクル

ポートフォリオ経営の更なる進化

ポートフォリオの継続的な入れ替え

投資実行済み全案件の保有方針レビュー つのレビューポイントによる検証

人材の有効活用
少ない人的リソースでの

効率的な事業運営
事業群形成に繋がる案件

戦略性収益性
一定規模の 貢献

事業成長余地
事業価値ピークの

見極め

当社価値貢献
今後の当社価値貢献の

有無

件

簿価 兆円

対象

件数約 割

簿価 約 割

うち、 方針

黒字事業の戦略的売却含む



投資 の更なる拡大

創出に向けて

保有意義の希薄化した上場株の継続的縮減
（コーポレート・ガバナンスコード）

戦略的な有利売却に向けた
更なる取組み

期 期 期 期 期

投資 の推移

資産リサイクル

億円

純投資目的以外の上場株式銘柄数 単体

年平均



関係会社の を通じ、持分法投資損益の増加に応じて

配当による 回収額も確実に増加

創出に向けて

持分法による投資損益及び配当の推移

期 期 期 期 期

持分法適用会社からの配当金持分法による投資損益

億円

年平均回収率

以上



期 期 期 期 期 期 期 期 期

兆円

及び の推移

株主資本

投下資本

基礎収益力の拡大を通じた資本効率の向上

社内 の定義 分母：投下資本、分子：当期利益 に基づき算出

株主資本コストのレンジ

＞ の達成



結び

企業価値の向上

資本コスト 資本効率

双方向の
対話

基礎収益力 株主還元強化情報の非対称性 経営の透明性

市場



大黒 哲也

代表取締役専務執行役員

モビリティ事業戦略
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モビリティ領域 取扱商品･機能

◆ 「陸」「海」「空」「宇宙」のあらゆるモビリティを取扱う
◆基礎営業キャッシュ･フロー、当期利益共に 億円を創出

産業を支える規模感ある
モビリティインフラを構築

時代の変化に
対応した

サービス提供

幅広い
顧客基盤・
ネットワーク

有力パートナー
との協創

モビリティ第一本部、第二本部における 年 月期実績

自動車

船舶

陸

空海

宇宙

建設・
鉱山機械

鉄道

航空

宇宙
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モビリティ領域 基本戦略･方針

持続的な収益基盤の創出・強化
次世代事業への挑戦

事業群戦略
の実行

北米自動車事業群戦略

バリューチェーンの
強靭化

船舶バリューチェーン

ポートフォリオ
マネジメント

ポートフォリオ価値向上施策

脱炭素関連取組
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基本戦略 事業群戦略の実行

◆パートナーとの強固な関係性を起点に、世界中で事業を「創り」、数十年にわたり「育て」てきた
◆ これらの事業を束ね、事業群戦略の着実な実行を通じ、より付加価値の高いソリューション提供を目指す

社

関係会社数

ヵ国

事業展開国

年 月末時点

事業ポートフォリオ

陸のモビリティ事業ポートフォリオ

脱炭素領域
R&D機能を強化

欧 州

各国の成長を背景に
規模感ある事業群を形成

アジア

建設･鉱山領域
総合力機能の発揮

豪 州

より強い
事業群化へ

中南米

自動車領域  建設・鉱山機械領域 Zero-emission vehicle (ZEV) 関連・その他領域

既存事業とのシナジー追求
周辺事業開発

北米
既存事業とのシナジー追求

周辺事業開発

北米

北米自動車事業群戦略
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基本戦略 事業群戦略の実行

◆ ･ の業態変革やオペレーション強化を着実に実行、下方耐性を強化しながら、継続的に成長
◆周辺事業開発、海外展開等を積極的にリードし、事業群を形成･拡大、持続的な収益基盤を形成

北米自動車事業群戦略

米国最大級の
自動車ディーラーグループ

トラック管理台数米国

プレミアムブランド比率 約 ％

事業展開国 ヵ国

トラック管理台数 台 千

営業拠点数

強み・競争優位性

創る
〈 年～〉

育てる
〈 年～〉

周辺事業開発・
海外展開に挑戦

⚫ 拠点数拡大
⚫ オペレーション強化

⚫海外展開
⚫ デジタル販売

商用車
販売

・ に出資参画

億円

億円

収益基盤

周辺
事業

⚫整備
⚫中古車

⚫ 展開
⚫事業・業容拡大

他国
展開

ロジス
ティクス

商用車
販売

展げる
ひろ

〈 年～〉

商用車販売・
ロジスティクス事業に参入

周辺
事業

年 月末時点期 ・ 当社取込益 期 ・ 当社取込益
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基本戦略 バリューチェーンの強靭化

◆ トレーディング、複合的サービス提供、事業･アセット投資により、強固な事業基盤を持続的･安定的に拡大
◆船舶業界随一の経験･実績を梃子に、機能深化･新技術導入を通じ、バリューチェーン全般の強靭化に貢献

船舶バリューチェーン

既存バリューチェーンの強靭化
脱炭素など新事業の推進

事業
開発

運航
効率化

電動化

トレーディング
・サービス

アセット

投資

クリーン
輸送

事業

環境
対応船

東洋船舶

船舶
保有

新造船
トレーディング

東洋船舶

旧三井物産* 

日本建造船輸出代理店

⚫有力海運プレーヤーとの
合弁事業設立

⚫本邦造船所との
船舶共同保有

展げる
ひろ

〈 年代～〉

創る
〈 年代～〉

育てる
〈 年代～〉

* 法的には、旧三井物産と現在の三井物産には継続性はなく、まったく別個の企業体です

歴史と実績に裏打ちされた信頼

業界随一、商社 の
組織力・情報量
海外 拠点 、国内 拠点、
国内外約 名のプロフェッショナル人員

パートナー例

内外一流プレイヤーとの
パートナーシップ深堀

強み・競争優位性

新造・中古船売買 約 隻～ 隻 年

用船仲介・運航管理 約 隻
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基本戦略 バリューチェーンの強靭化

◆内外一流パートナーと協働し、産業構造変化を捉え、バリューチェーンの様々な顧客ニーズに対応
◆提供価値の最大化を図り、継続的な基礎収益力の拡大、国内ビジネスの持続的深化を実現

基礎収益力の
継続的拡大

国内ビジネスの
持続的深化

日本ルーツの海事クラスターの
持続的成長に貢献

資源・素材・食料等の日本向け
供給・サプライチェーン安定化に寄与

フロー（トレーディング・フィー収入）と投資の両輪で恒常的に高い を実現
常時 ％台半ば

幅広い顧客層へ複合的サービス 時宜を得た投資・リサイクルパートナー協働で選別した投資機会

船舶バリューチェーン

顧客・パートナー

販売・マーケティング

新技術導入支援 船型開発 運航・技術支援

用船仲介・中古船仲介

船舶共同保有

リスクマネジメント機能 (ファイナンス・デリバティブ等)

舶用機器メーカー

当社機能

造船所 船主 用船者・荷主
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戦略的
リサイクル

個社間の有機的連携 データドリブン経営

コーポレートセクレタリー・
内部統制機能の具備

資産効率化

増資・
買増し

（周辺事業開発）

取締役会を基軸とした
ガバナンス強化

地域・機能軸で分散した
事業ポートフォリオ

の先鋭化

事業群を形成する
個社の自立経営

の促進

判断 グループ
経営力強化事業群戦略 経営人材の確保・育成

ポートフォリオ価値の向上

基本戦略 ポートフォリオマネジメント

◆ 「事業群戦略」、 「グループ経営力強化」、「戦略的リサイクル」を通じて、ポートフォリオ価値を向上する

年

ポートフォリオ価値向上施策

二輪車販売金融
一部株式譲渡

自動車オペリ・レンタル
買増し

情報化施工
子会社化

舶用システムインテグレーター
出資

機関車リース
の有利売却
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期 期 期 期 期

持続的な収益基盤の創出・強化

◆前述の基本取組方針を遂行し、 期に向けて、当期利益 億円規模を目指す
◆徹底したポートフォリオマネジメントを通じ、モビリティ領域 は、安定的に を目指す

（億円）
モビリティ領域 の定量推移

モビリティ領域 モビリティ第一本部 モビリティ第二本部合算

基礎営業キャッシュ・フロー 左軸

当期利益 左軸

年移動平均 右軸

中期経営計画

億円規模

当期利益
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次世代事業への挑戦

◆持続的な収益基盤を基に、新事業に果敢に挑戦
◆ モビリティ領域が有するバリューチェーン上の様々な顧客ニーズに対応する脱炭素関連ソリューション開発や
次世代燃料等の需要創出に向け、他事業本部と連携し、総合商社ならではの提案･複合的な機能発揮を推進

脱炭素関連取組

需要創出

年

水素 電気 メタノール アンモニア バイオディーゼル

世界初の
メタノール燃料
撒積船発注

バイオディーゼル燃料
ソリューション機器会社

への出資

メタノールバンカリング
実証実験

アンモニア
事業化調査



1

将来に関する記述等についてのご注意

本資料にて開示されているデータや将来予測は、本資料の発表日現在の判断や
入手している情報に基づくもので、種々の要因により変化することがあり、これらの
目標や予想の達成、及び将来の業績を保証するものではありません。また、これらの
情報が、今後予告なしに変更されることがあります。従いまして、本情報及び資料の
利用は、他の方法により入手された情報とも照合確認し、利用者の判断によって
行なって下さいますようお願いいたします。本資料利用の結果生じたいかなる損害に
ついても、当社は一切責任を負いません。
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